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出高は 2005 年の総輸出額の約 61%、FSGS(2006)によれば生産額は 2004 年工業
総生産額 15.7％を占めている。石油製品の輸送・販売活動を考慮すると、石油










































  本稿の以下の構成は次のとおりである。第 2 節では、特定の資源ブームのマ
クロ経済的影響を一般的理論で判定することの危険性を再確認することのみを
目的として、「オランダ病」経済学と「資源の呪い」についての簡単にサーベ



















 「オランダ病」 、 「資源の呪い」 の議論は次のようなものである(Amuzenger, 1982; 





































引効果を説明するモデルに論理的な誤りはないが(Corden, 1984; van Wijnbergen, 
1984; Neary and van Wijnbergen, 1986b; Sitz, 1986; Zabelina, 2004 参照)、そのこと
は資源ブームがおきたときに個々の経済が「オランダ病」を必ず発症すること
を意味しない。例えば、自国通貨増価は貿易財生産を不利にするであろうが、




















































                                                 
1  ロシアの石油資源が究極的に枯渇すれば、 ロシアに大きな構造調整コストが生じると考え
ることは現実的であり、合理的であろう。しかし、そのような事態になれば、日本のよう
な石油消費国に生じる構造調整コストもまた巨大なものであろう。 

















ば、オランダの製造業生産は 1965 年から 2005 年の期間、年平均成 3%程度で成
長している。エコノミスト誌が「オランダ病」という用語をはじめて用い(1977
年)、欧州全体がスタグフレーションに陥った 1978 年以降でも年平均 1.8%以上
で成長している。WB(2006b)によれば、2003 年のオランダの製造業付加価値額
の対 GDP 比は 15%で欧州通貨同盟諸国平均の 19%と比べて低いが、ルクセンブ
ルクの 12%、フランスの 14%よりは高く、USA の 15%と同じであり、高所得国
世界平均の 17%と著しい差があるとはいえない。オランダで製造業の停滞が目










3.1  ロシア国民経済計算行列 
  生産システム内の波及需要だけでなく、経済循環全体の中での波及需要を分
析するために、ロシア国民経済計算行列(R-NAM)を作成した。国民経済計算行
列 NAM は、 マクロ経済の勘定システムを行列形式で表示したものである。 NAM
を使うことで、生産、分配、消費、貯蓄、投資のすべての局面を含む経済循環
全体を分析することができる。 R-NAM作成のための主たるデータ ・ ソースは2002
年ロシア国民経済計算(FSGS, 2006b)と 2002 年ロシア産業連関表(FSGS, 2005)で
ある。R-NAM の作成方法、構造は、Nakamura(2004)が作成したロシア石油ガス
産業分析用社会会計行列(ROG-SAM)と基本的に同じである。ただし、資金循環
の分析を目的としない R-NAM では、 ROG-SAM と異なり石油ガス企業制度部門
の法人企業制度部門からの分離はおこなっていない。 表 1 は R-NAM の縮小版で
ある。オリジナル R-NAM は 82×82 のサイズであるため、全体を掲載すること
は紙幅の都合でできない。 
 
3.2  乗数行列の分解手法 





(1) Robinson and Roland-Horst 分解 
  Robinson and Roland-Horst(1987)は以下のような汎用性の高い行列分解手法を提
中村 DDDecompDP 9/24 案している。 
  国民計算勘定行列(NAM)の行方向(支出)のバランス式(1)を考える。 
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  M1は、(2)式より、 

























  M2は、 











































となる。ここで、 、 である。D () DI AA
− =−
1
12 11 12 () DI AA
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と置き換えている。記号 、 を使うと、 


















































  乗数行列を() I A
− −
1をM1、M2、M3に乗法的に分解するより、(10)式のように加
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となる(Robinson and Roland-Holst, 1987)。 ここで、 NM = − 11 、 、
である。
() NM I M =− 22 1





3.3  R-NAM の分割と波及需要のパターン 








  R-NAM の分割方法は次のとおりである(表 2)。 
 第 1 に、 生産システムにおける石油部門の生産技術的特徴を分析するために、
R-NAM の産業･財産勘定部分以外のすべての勘定を外生勘定としたうえで、1
つの生産部門の産業･財勘定のみをブロック I、他のすべての生産部門の産業･財
勘定をブロック IV におくように分割する(表 2b)。 




























 第 2 に、所得-支出を含む全経済システムにおける波及需要パターンの分析で
は、R-NAM の産業・財勘定全体をブロック I(区別のためブロック EI とする)、
制度部門経常・資本勘定をブロック IV(ブロック EIV)とし、その他世界勘定のみ
を外生勘定とするように R-NAM を分割して(表 2b)分析をおこなう。 
 
4. 分析結果 
4.1  生産システム内波及効果の分析 











CNT N N =− ∑∑ 1
である。ここで、i、jは生産システムを構成する勘定すべてを指し、k、lはブロ




                                                 
3  ブロックIに置かれている勘定は、産業勘定と財勘定のペアである。本文 3.3 参照。 


















  CNT 指標をみると、石油部門の生産システムへの貢献度は大きい。石油精製
(ORF)の CNT 指標は機械製作(MCH)を上回り最大である。石油採掘(OIL)の CNT
指標も平均を上回り、鉄鋼(IRN)より大きい。ただし、石油精製の石油投入係数
が 0.51 と非常に高いことが、石油採掘と石油精製とを別個にブロック I 産業と
した場合に CNT 指標を見かけ上大きくしていることが考えられたため、石油採






  一方、LNK 指標をみると、石油部門の他の生産部門との生産技術的連関は稀
薄であることがわかる。石油精製(ORF)の LNK 指標は突出して高く第 1 位であ
り、石油採掘 OIL の LNK 指標も第 4 位の大きさである。しかし、石油統合部門
(O+R)の LNK 指標 0.27 は、全生産部門平均以上であるが、工業部門の中では大
きいとはいえない。これは、石油採掘と石油精製とを個々にブロック I 産業とし


















4.2  全経済システム内波及効果の分析 









                                                 
4  ブロックEIの“E”は生産システム分析の対応する記号と区別するためにつけられている。









部門(O+R)の直接的な影響度(a 列 INF)は平均よりやや低く、 生産システム内影響
度(c 列 INF)は全部門の平均程度で、工業部門の中では特に高い方ではない。一
方、感応度は直接的感応度(b 列 SEN)、生産システム内感応度(d 列 SEN)がそれぞ
れ、1.74 と 2.09 と高い。直接的感応度は電力(ELE)、機械製作(MCH)に次いで 3













                                                                                                                                               
本文 3.3 参照。 






























中村 DDDecompDP 19/24 合部門(O+R)としてみた場合、 感応度は0.78で平均以下であるものの、 軽工業(LID)
よりやや大きく、鉱工業部門の中では機械製作(MCH)に次ぐ大きさになる。 



















































  我々の分析結果は NAM モデルという強い制約のもとで得られた結果である。
NAM モデルは、価格・金融変数を含まず、経済主体の価格感応的行動を考慮で
きない。石油ブームのマクロ経済的問題の中心は、外貨資金流入の管理、為替
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出所: 輸出額は CBR(2006)．その他はロシア統計年鑑(Rossiskii Statisticheskii Ezhgodonik)各年
版および FSGS(2006a)．MCHの 2005 年は WB(2006a, p.3)の 2005年成長率-0.01%から





























  産業  財 制度部門




要素  経常 資本
外国 計 
  1 2 3 4 
b5 
c6 7 8 9  10 
1 
d  1342  19    1361
2     27  17571  
e3 17600
3  335  358     20 2 705 1420
4  222  6655    3788  5545 2137 1553 19899
5  194  1496     1685 217 1430 5022
6  610  9091    
f1255 10962
7       1234  9703 8533 336 19826
8    
g1 
g8   3288 11524 228 15049
9     51  2302   735 1169 6489 10746











e) 数字 3 は窯業のマイナスの粗営業余剰と農業への純補助金(補助金>間接税)をあらわ
している。 
f) 数字 1255 は「非公式賃金」を粗営業余剰から雇用者所得へ移動した調整を示してい
る。 
g) 数字 1と 8 は、在庫取り崩し(マイナスの投資投資)を示している。 
 表 2  R-NAM の分割 
 
(a) Robinson and Roland-Holst分解のための行列分割の一般型 
 
ブロック I  ブロック III  ブロック I 0 
ブロック II  ブロック IV 
= 
0  ブロック IV
   0  ブロック III
  
+ 




















ブロック II  ブロック IV 外生











財・生産部門勘定  ブロック I  ブロック III 外生
その他国内勘定  ブロック II  ブロック IV 外生
外国勘定  外生  外生   
 
 表 3  生産システム内波及効果 
 
財･産業  CNT  CNT/N  LNK  LNK/N
IV
(1)  (2)  (3) %  (4)  (5) % 
ORF  2.44  16.2  1.71  11.90 
MCH  2.24  14.8  0.44  3.29 
ELE  2.09  13.8  0.60  4.38 
WMT  1.89  12.5  0.19  1.41 
CHM  1.77  11.7  0.34  2.49 
OIL  1.72  11.4  0.38  2.74 
IRN  1.62  10.7  0.25  1.82 
TCM  1.58  10.5  0.33  2.39 
OID  1.51  10.0  0.27  1.93 
CNS  1.39  9.2  0.29  2.08 
TRD  1.31  8.7  0.21  1.53 
AGR  1.30  8.6  0.15  1.07 
FOD  1.27  8.4  0.16  1.17 
PPR  1.23  8.1  0.15  1.07 
COL  1.22  8.1  0.11  0.80 
EDU  1.18  7.8  0.11  0.76 
HUS  1.04  6.9  0.17  1.17 
FBA  1.02  6.8  0.15  1.04 
GAS  0.91  6.0  0.13  0.90 
OAC  0.66  4.4  0.06  0.44 
HLT  0.50  3.3  0.01  0.05 
CRM  0.47  3.1  0.00  0.01 
LID  0.35  2.3  0.01  0.09 
average  1.26  8.4  0.20  1.40 
std  0.54  3.6  0.34  2.37 








average: O+Rを除く各列の単純平均、std: O+Rを除く各列の標準偏差． 
注: 
(1)ブロック Iにおかれた産業．CNT の降順に配置． 
(2)貢献度指標。ブロック I産業の純波及効果総計． 
(3)CNTが全生産システムの純乗数総計 Nに占める割合． 
(4)連関度指標。ブロック Iの連結によってブロック IVに追加される純乗数総計． 
(5)ブロック IV の純乗数総計に占める LNK の割合． 
 表 4  全経済システム内波及効果 
 




  INF SEN INF  SEN  INF SEN N3/N LAB GPR MB % 
  (a) (b) (c) (d) (e) (f) (g) (h) (i) (j) (k) 
WMT  1.32 1.67 1.56  2.09 1.07 0.52 0.67 0.97 1.07 0.99 9.0
OID  1.28 0.65 1.50  0.56 1.11 0.26 0.69 1.01 1.03 1.03 3.9
COL  1.25 0.73 1.41  0.77 1.11 0.19 0.71 1.13 0.99 1.19 4.6
FOD  1.40 0.97 1.32  0.87 0.91 1.95 0.67 0.77 0.85 0.80 21.3
ORF  1.36 1.02 1.29  1.12 1.14 0.54 0.74 0.98 1.23 1.03 5.7
EDU  1.06 0.83 1.27  0.89 1.18 0.43 0.76 1.34 0.95 1.23 0.1
IRN  1.15 1.26 1.25  1.37 1.05 0.50 0.73 0.97 1.04 0.98 11.1
CHM  1.34 1.65 1.09  1.50 0.80 0.70 0.69 0.73 0.76 0.73 29.5
PPR  1.11 1.13 1.06  1.02 0.92 0.45 0.74 0.88 0.89 0.91 17.8
CNM  1.06 0.72 1.06  0.66 0.98 0.39 0.75 0.97 0.93 0.93 15.4
ELE  0.88 2.37 1.02  2.52 1.16 1.05 0.80 1.11 1.26 1.10 0.5
AGR  0.89 1.30 0.99  1.27 1.11 1.54 0.80 0.96 0.95 1.09 4.2
MCH  1.27 2.07 0.97  2.16 0.72 2.21 0.69 0.71 0.64 1.01 35.3
FBA  0.86 0.45 0.97  0.49 1.11 1.85 0.80 1.25 1.03 1.16 1.6
CNS  0.87 0.77 0.94  0.82 1.02 1.76 0.79 1.02 1.06 1.12 7.4
TCM  0.85 1.13 0.91  1.17 1.07 1.80 0.81 1.11 1.16 1.16 3.0
HUS  0.84 0.59 0.88  0.55 1.06 0.81 0.81 1.11 1.00 1.04 7.8
HLT  0.67 0.06 0.76  0.05 1.11 1.32 0.84 1.31 0.99 1.06 0.8
CRM  0.66 0.04 0.74  0.03 1.14 0.01 0.85 1.37 0.99 1.15 0.1
GAS  0.69 0.55 0.72  0.63 1.04 0.21 0.84 1.05 1.35 1.03 2.3
OAC  0.70 0.33 0.69  0.31 0.90 0.21 0.82 1.00 1.01 0.92 16.3
OIL  0.60 1.42 0.67  1.50 1.04 0.41 0.85 1.04 1.29 1.09 1.8
TRD  0.55 1.21 0.59  1.25 1.00 4.15 0.86 0.99 1.36 1.05 2.4
LID  1.34 1.07 0.34  0.38 0.23 0.76 0.67 0.21 0.19 0.20 73.4
平均 1.00 1.00 1.00  1.00 1.00 1.00 0.77 1.00 1.00 1.00 11.5
標準偏差  0.27 0.56 0.30  0.63 0.19 0.92 0.06 0.23 0.24 0.20 15.9
平均(実数)  0.44 0.44 0.63  0.63 4.39 4.39 -  1.30 1.05 0.40 - 














3)平均、標準偏差は O+R を除く各列の単純平均と標準偏差．表の数値は、N3/N と輸入
率を除き、平均を 1 として標準化した数値。平均(実数)が原データの平均値を示して
いる． 表 5  投入係数、乗数、輸入率の相関 
 
(1)ピアソンの積率相関 
 i-INF  p-INF  e-INF e-LAB  e-GPR  IMP
i-INF  1      
p-INF  *0.63  1    
e-INF  -0.36  *0.46  1   
LAB  *-0.56 0.19  0.9  1   
GPR  *-0.55 0.14  0.8 0.67  1 
IMP  *-0.52  0.3 *0.98 *0.91 *0.87  1
 
(2)スピアマンの順位相関 
 i-INF  p-INF  e-INF LAB  GPR  IMP
i-INF  1     
p-INF  *0.72  1    
e-INF  -0.18  0.30  1   
LAB  *-0.62 -0.14 *0.72  1   
GPR  *-0.48 -0.16  0.38 *0.44  1 








EN の(雇用者所得, 各財)セル、(粗営業余剰, 各財)セルの乗数． 
 